
アンケートに現われた事務職員の声を活かし、
全大教と加盟組合は事務職員の職場改善に取り組みます

あなたの要求を、共にとりくむ組合
（全大教加盟組合一覧【2015年3月現在】）

組合加入申込書
必要事項をご記入の上、組合にお渡しください。 年　　　　月　　　　日

お名前 職　場

連絡先
（TEL） e-mail

国立
北海道大学教職員組合
北海道大学水産学部教職員組合
北海道教育大学札幌教職員組合
北海道教育大学旭川校教職員組合
北海道教育大学函館校教職員組合
北海道教育大学釧路校教職員組合
北海道教育大学岩見沢校教職員組合
小樽商科大学教職員組合
帯広畜産大学教職員組合
室蘭工業大学職員組合
北見工業大学教職員組合
弘前大学職員組合
岩手大学教職員組合
山形大学職員組合
秋田大学教職員組合
東北大学職員組合
宮城教育大学職員組合
福島大学教職員組合
宇都宮大学職員組合
群馬大学教職員組合
茨城大学農学部労働組合
茨城大学工学部教職員組合
山梨大学教職員組合
信州大学教職員組合
埼玉大学教職員組合
新潟大学職員組合
東京大学職員組合
筑波大学教職員組合東京
東京農工大学職員組合

東京芸術大学教職員組合
電気通信大学教職員組合
一橋大学教職員組合
東京医科歯科大学教職員組合
東京学芸大学教職員組合
東京海洋大学品川職員組合
富山大学教職員組合
金沢大学教職員組合
福井大学教職員組合
静岡大学教職員組合
名古屋大学職員組合
名古屋工業大学職員組合
愛知教育大学職員組合
岐阜大学職員組合
三重大学教職員組合
滋賀大学大津地区教職員組合
京都大学職員組合
京都教育大学教職員組合
京都工芸繊維大学職員組合
和歌山大学教職員組合
奈良教育大学教職員組合
奈良教育大学付属学校園教職員組合
奈良女子大学教職員組合
大阪大学教職員組合
大阪大学箕面地区教職員組合
大阪教育大学教職員組合
神戸大学教職員組合
鳥取大学教職員組合
岡山大学職員組合
島根大学職員組合

山口大学教職員組合
香川大学教育学部教員組合
徳島大学教職員労働組合
愛媛大学職員組合
高知大学教職員組合
九州大学教職員組合
福岡教育大学教職員組合
九州工業大学教職員組合
佐賀大学教職員組合
大分大学教職員組合
宮崎大学教職員組合
熊本大学教職員組合
鹿児島大学教職員組合
琉球大学医学部附属病院職員労働組合

公立
岩手県立大学盛岡短期大学部教職員組合
公立大学法人首都大学東京労働組合
横浜市立大学教員組合
大阪府大学教職員組合
神戸市外国語大学教職員組合
高知県立大学教職員組合
高知短期大学教職員組合

共同研
高エネルギー加速器研究機構職員組合
宇宙科学研究所労働組合
国立天文台職員組合
国立国語研究所職員組合

高専
旭川工業高等専門学校教職員組合
苫小牧工業高等専門学校教職員組合

木更津工業高等専門学校教職員組合
沼津工業高等専門学校教職員組合
福井高専教職員組合
富山商船高等専門学校教職員労働組合
豊田高専教職員組合
鳥羽商船高等専門学校教職員労働組合
舞鶴工業高等専門学校教職員組合
和歌山高専教職員組合
奈良工業高等専門学校職員組合
津山工業高等専門学校教職員労働組合
米子工業高等専門学校教職員組合
松江工業高等専門学校教職員組合
広島商船高等専門学校教職員組合
呉高専教職員組合
弓削商船高等専門学校職員組合
大島商船高等専門学校教職員組合
徳山工業高等専門学校教職員組合
宇部高専労働組合
有明工業高等専門学校教職員組合
都城高専教職員労働組合
大分高等専門学校教職員組合
熊本高等専門学校熊本キャンパス教職員組合
久留米工業高等専門学校教職員組合

準加盟
富山県職員労働組合富山県立大学分会
滋賀県立大学教職員組合協議会
京都府公立大学法人労働組合

全国大学高専教職員組合（全大教） 〒110-0015  東京都台東区東上野6丁目1-7  MSKビル7階
TEL（03）3844-1671　FAX（03）3844-1672
http://zendaikyo.or.jp/

ワークライフバランスを保
つためには、スクラップで
きる業務を明確化して、超
過勤務量を抑えるべきだと
思う。� （課長補佐）

勉強をし、スキルアップ
に励む職員には年齢や経
験年数だけでなく、能力
を重視するシステムを
作ってほしい。�（係員）

評価にばかり気を取られて
いると、「やりたいこと」「や
るべきこと」よりも「できる
こと」ばかりになってしま
う。評価のための仕事に
なってはならないと思う。
� （係長）

上司だけでなく同僚や
部下からの360度評
価が望ましいと思う。
� （主任）

毎年業務が複雑化されている
が、むかしながらの仕事をし
ているので業務量が減らな
い。マニュアルどおりに仕事
をしていれば、身体（心も）を
こわしてしまう！� （係長）

どのように若手を育成して
いくのか、明確なルートが
ないように感じる。専門職
か総合職か、はっきりさせ
てほしい。� （係員）

広い視野で大学の問題点について
指摘していただきたい。�（事務長）

労働者の立場にたった活動を今後とも続けてほし
いです。全国的な動きが大事だと思います。�（係長）

給与減に対しての活動、感謝しております。
現状と世間のズレを大学に認識してもらえ
るように、労使力を行使願います。� （係員）

まだまだ組合活動等の理解が十分でないことから勇気を
持って加入する事務職員が少ないと思われる。しかしなが
ら、メルマガにより、その活動評価は少しずつ高まっている
と思います。期待したいですね、今後を。� （課長補佐）

組合への期待・提案（アンケート自由記述より） 【全大教としての取り組み目標】
●文科省人事による理事、幹部事務職員が大学運営を握る状況を
改善させ、生え抜き事務職員が持てる能力を充分活かせる条件
整備をめざします。

●事務職員の声を活かした実効性ある業務改善、業務効率化を求
めます。

●残業縮減を通じ、事務職員の健康とワークライフバランスの確
保を求めます。

●労働時間を適正に把握させ、残業代不払いをなくします。

●事務職員の職務・職責や職務遂行能力を正しく評価させ、昇任・
昇格を抜本的に改善させることで国家公務員等との給与格差解
消をめざします。

●評価基準の明確化、評価結果の開示、異議申し立ての機会の付
与など、公平で透明な人事評価制度を求めます。

●事務職員が身に付けたい能力に応じた研修の充実とともに、自
己啓発への支援の充実を求めます。

活かされてますか？
あなたの『声』
貸してください！あなたの『チカラ』

～2013年実施・事務職員意識調査アンケートの結果から～
全国大学高専教職員組合（全大教）は、全国の国公立大学、大学共同利用機関、国立高専の事務職員を対象に、

2013年にアンケートを実施しました。48校2041人の事務職員の皆さんから回答をいただき、年齢層、職層、職
務分野もおおむね事務職員全体の構成を反映したものになっています。組合員以外の方からも多数の回答をいただ
きました。ご協力いただいた方々には心からの感謝を申し上げます。
全大教では、このリーフレットでアンケートの集約結果をお知らせするとともに、アンケート結果を反映して、

事務職員の要求実現のため運動を進めていきます。
よりよい大学・高専をつくっていくため、皆さまの組合への加入を心からお願いいたします。
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係長職は…

法人化後の昇任人事の実態は１

依然として昇任人事にかかる基準が明確でないとの意
見もあるが、生え抜き職員から管理職（課長・事務長）へ
の昇任が増えている実態もある。また、長年にわたる組
合の運動や男女共同参画の推進もあって、女性職員の
昇任も増えており、女性も40％以上の方が昇任に男女
差はないと考えている。

医事課や施設系業務、係長職では、「仕事量が多く仕事
を早くこなすために精神的に疲れを感じる」と30％以
上の方が回答している。また、15％の方が「超過勤務が
多く日常的に疲れを感じる」と回答し、体調になんらか
の不安を感じている方は50％を超えている。

前回と比較すると「変わらない」と答えた方が多くなっ
ており、「増えている」とも合わせると、超過勤務労働は
全体として増えつつあることがわかる。

事務の業務改善の現状について
思うこと（複数回答可）２ ご自身の健康について不安を

感じていますか？３ 超過勤務（時間外労働）時間は
どのようになりましたか？４

超過勤務（時間外労働）時間は
どのように管理されていますか？５ これからの大学人として身につけた方が

よいと思う能力は何ですか？（複数回答可）６ 事務職員が必要な能力を習得するために、大学
に実施してもらいたいことは主に何ですか？７ 人事評価制度について、大学等の事務職

員としてどう思いますか？（複数回答可）８

前回と同様に「組織の組み替えを行っているが、実態は
変わっていない」と「業務改善のための業務が増えた」
が高い率を示しているが、今回は「業務改善のための業
務が増えた」が高くなっている。なお、自由コメントに
は、「その他に、事務の業務改善で考えている事」や、「現
在実施している業務等で廃止したほうがよいと思うも
の」について、多数の意見があった。

①「生え抜き職員」の課長等
への昇任が増えている

29.6％

②課長以上がほとんど学外
から採用されている

11.2％

③試験制度、公募制度、選考委員会など
昇任の手続きが制度化されていない

3.2％

④昇任の基準が明らかでない
25.9％

⑤法人化前と変化無し
15.1％

⑥その他
15.0％

あなたは、女性職員の係長等への昇任に
ついて、どのように感じていますか？

①男性職員と変わらないと感じ
ている
②女性職員が概ね5年程度遅れ
ていると感じている
③女性職員が概ね10年程度遅
れていると感じている
④その他

①
54.1％②

28.0％

③
6.1％

④
11.8％

前回調査（2008年）
事務職員が理事に
登用されていない

5.5％
「生え抜き職員」の
課長などへの昇任
が増えている

20.0％

課長以上がほとん
ど学外から採用

14.8％昇任の手続きが制
度化されていない

4.2％

昇任の基準が
明らかでない

36.9％

その他
12.0％

無回答 ほか
6.6％

前回調査（2008年） （法人化後、新たに求められる能力は何ですか）
58.4％

23.3％ 27.4％ 29.5％

14.0％

46.2％

24.1％
29.7％

45.6％
54.4％

5.0％

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

①超過勤務が多く日常
的に疲れを感じる

14.7％

②仕事量が多く仕事を早
くこなすために精神的
に疲れを感じる

27.5％

③体調が悪くても休暇が
取れず疲れがとれない

5.8％
④持病があり体調

がすぐれない
7.2％

⑤不安はない
40.4％

⑥その他
4.4％

A 減りつつある
27.3％

B 増えつつある
38.0％

C 変わらない
27.6％

D 無回答
7.1％

C 変わらない
45.6％

B 増えつつある
34.8％

A 減りつつある
19.5％

•管理職のマネジメントが原因
•業務拡大を続けていることによる増大
•新たに対応せざるを得ない業務の発生
•プロジェクトの採択による
•不要な業務が多い
•人員削減と同時に業務量が増えた

•合理化された部分と増えた部分と
両方
•減らすように口で言うだけで対策
されていない
•異動があればふりだしに戻る
•自宅で仕事を持って帰るなどして
いるところも

①申請に基づいて上司が命令
しその時間が記録される

23.6％

②その都度上司が
指示し、その時
間が記録される

0.9％

③自己判断で行い、上司が現認
し、その時間が記録される

34.0％

④自己判断で行い、その時間
がタイムカード・ICカード
で記録される

4.3％

⑤自己判断で行い、自己申
告の時間が記録される

29.6％

⑥自己判断・自己申告だが、上司
の判断で時間が記録される

6.5％

⑦その他
1.1％ 57.5％ 55.0％

43.9％

30.3％
25.7％

54.8％

40.3％

27.7％

51.2％

60.7％

4.6％

①研修等の充実
29.5％

⑤他業種職場への
一定期間派遣

8.7％
④他の国公私学への

一定期間派遣
9.0％

③事務職員同士が自由に
意見交換できる場作り

　（雰囲気作り）
20.0％

②職員個人の自己
啓発への支援

27.8％

⑥その他
5.0％

超過勤務時間は、概ね9割が申請及び自己申告により
記録されているが、中には申告どおりの手当支給がさ
れず、また申告を抑制してしまう場合も。自由記述回答
では、36協定による時間外労働の上限時間を根拠に申
告抑制が行われている実態もみられた。

前回アンケートと同様の項目が高い比率を示している
が、企画力、外国語等のコミュニケーション能力、法令・
制度等の職務知識、課題発見・分析能力の比率がさらに
高くなった。大学・高専の運営により積極的にアプロー
チしている（せざるを得ない）状況が見えてくる。

前回と比べて人事評価の意義を認める回答が増え、評
価制度が定着してきていることが伺われる。しかし、公
正な評価の難しさを指摘する意見も依然多い。「人事評
価や昇給制度の運用について望むこと」の設問でも、
「評価の基準や運用の明確化」や、「公平で正確な評価」
を求める声が多数を占めた。

課長・事務長クラスからは、事務職員同士が自由に意見
交換できる場作り（雰囲気作り）の実施を求めている
が、それ以下の職員は、研修等の充実、職員個人の自己
啓発への支援を高い率で求めている。
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今回調査

前回調査
（2008年）

① 
15.2％

③
8.2％

④
9.8％

⑤
28.2％

⑥
5.1％

②
33.5％

12.0％
9.5％ 10.4％

14.4％

4.2％
6.9％

28.6％
33.9％

48.4％
43.6％ 41.8％

45.1％

27.6％28.2％

21.0％
24.1％

8.9％7.5％

①
26.7％

②
20.9％

③
23.0％

④
8.1％
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10.5％
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10.8％

①
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能
力

⑧
経
営
能
力

⑨
情
報
収
集
及
び

処
理
能
力

⑩
問
題
・
課
題
解

決
能
力

⑪
そ
の
他

①
働
き
が
い・働
く
意
欲
の
向

上
に
な
る

②
昇
任
・昇
給・昇
格
の
た
め
に

必
要

③
人
事
異
動
の
た
め
に
必
要

④
評
価
す
る
こ
と
自
体
が
困
難

⑤
職
員
間
の
格
差・競
争
の
た

め
、職
場
の
協
調・協
力
体
制

を
損
な
う
よ
う
に
な
る

⑥
上
司
の
顔
色
を
う
か
が
う
よ

う
に
な
る

⑦
給
与
に
反
映
し
て
欲
し
い

⑧
給
与
に
反
映
し
て
欲
し
く
な
い

⑩
そ
の
他

⑨
不
要
で
あ
る

23.4％

17.5％

28.9％

18.7％ 19.7％

8.2％

43.8％

52.9％

8.6％

17.9％
13.0％

17.3％
22.4％

4.0％
※ ※※

8.0％

14.4％
18.2％

※⑦～⑨は、今回新
規に選択肢に追加
した項目です。

※⑦～⑨は、今回新
規に選択肢に追加
した項目です。

今回調査

前回調査
（2008年）


